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「物質的な豊かさ」と「心の豊か
さ」（１）

１．「物質的な豊かさ」と「心の豊かさ」（１）

（出典）内閣府「国民生活に関する世論調査」をもとに国土計画局作成。
（注）１．心の豊かさ：「物質的にある程度豊かになったので、これからは心の豊かさやゆとりある生活をすることに重きをおきたい」

物質的豊かさ：「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい」
２．灰色の部分は、景気の山から谷を表したもの（内閣府 経済社会総合研究所「景気基準日付」を反映）
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「物質的な豊かさ」と「心の豊か
さ」（２）

（出典）内閣府「国民生活に関する世論調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。

１－２．「物質的な豊かさ」と「心の豊かさ」（２）

【年齢別にみる価値観の変化】 【団塊の世代の価値観の変化】
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歴史・伝統、自然、文化・芸術に対す
る意識の高まり

２．歴史・伝統、自然、文化・芸術に対する意識の高まり

日本人の価値観を世論調査でみると、経済的繁栄より歴史・伝統、自然、文化・芸術を重視する
方向に変化してきている。

日本の国や国民について誇りに思うこと
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（出典）内閣府「社会意識に関する世論

調査」もとに国土交通省国土計

画局作成。

（注） １．複数選択。

２．選択肢「自由で平和な社会」

は1991年の調査から加わっ

ている。



ボランティア活動に関する意識の高ま
り

３．ボランティア活動に関する意識の高まり

（出典）内閣府「生涯学習に関する世論調査」をもとに、国土交通省国土計画局作成。

ボランティア活動をしてみたいと思う人の割合は増加している。

ボランティアをしたことがある（２００５年調査）

ボランティア活動をしてみたいと思う（２００５年調査）

ボランティア活動をしてみたいと思う（１９９３年調査）
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理想の居住地域理想の居住地域は、都心から地方圏のその他の市町村へと移っている。年齢が高いほど、地方
圏のその他の市町村の割合が高い。

４．理想の居住地域
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出典）内閣府「これからの国土づくりに関する世論調査」（平成8年6月調査）及び「国土の将来像に関する世論調査」（平成13年6月調査）より国土交通省国土計画局作成。
（注）居住地区分のうち「都心」とは、世論調査で用いられた居住区分である「三大都市圏の主な都市」と「三大都市圏の人口30万人以上の都市及び県庁所在地」を合わせ
たもの。
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都市と農山漁村の交流に関する意識
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二地域居住の願望がある

定住の願望がある

（出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」をもとに、国土交通省国土計画局作成。
（注）１．二地域居住、定住の願望は、「都市地域」の居住している者９７５人に聞いたもの。
２．数字は、「願望がある」「願望がどちらかといえばある」の合計の値。

農山漁村地域への二地域居住については、都市住民の３８％が願望を持っており、年齢別では団塊の世代を含
む５０歳代が４６％と最も高い。
定住については、都市住民の２１％が願望を持っており、年齢別では２０歳代と５０歳代が約３割と高い。

５．都市と農山漁村の交流に関する意識
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生涯可処分時間（１）

○健康寿命延長

○61～65歳労働時間

はﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ並み

（1,184時間）

○大学院などへ２年

間在学

20万5400時間

程度

（23.4年程度）

18万3000時間

程度

（20.9年）

労働者の

生涯可処分時間

備考2030年2002年

生涯可処分時間

（出典）内閣府「日本21世紀ビジョン」
（注）１．「生涯可処分時間」とは、職業生活に入ってから（22歳以降）健康寿命（2030年80歳）までの間の全時間から、労働時間（通勤時間含む）、睡眠

時間、家事・育児・介護時間等を除いた時間。
2．括弧内は、可処分時間を24（時間）×365（日）で割り年換算したもの。更に2030年の年間労働時間（2002年現在：1,954時間）が、

2002年の欧米並み（1,726時間）に移行したと想定した場合は21万3,600時間（24.4年）となり、約17％増加する。

80歳程度

（84.0歳）

75.0歳

（81.8歳）

健康寿命

（平均寿命）

2030年2002年

（参考）健康寿命

（出典）内閣府「日本21世紀ビジョン」

（注）1．健康寿命とは、生活と健康の質を考慮して心身共に健康で自立している期間。健康をいかに定義するか、どのようなデータにもとづくかという課題

はあるが、世界保健機関が行った推計がある。

2．いずれも男女の単純平均。

個人の生活は、健康寿命の延長などにより、自由に活動できる時間（可処分時間）が約12％（年率約0.64％）増
加し、「時持ち」が健康で教養豊かな長寿を楽しむ高齢社会のモデルとなる。

６－１．生涯可処分時間（１）

７



生涯可処分時間（２）

（出典）内閣府「日本２１世紀ビジョン」

2030年には１割以上の「時持ち」 2030年には健康寿命80歳

６－２．生涯可処分時間（２）

８



江戸時代と現代の家族ライフサイク
ル

３世代同居期間は、平均余命の増加により現在（2003年）約25年となっている。

（出典）鬼頭宏「日本の少子化（第3回）」（AGING 2005年春号）、厚生労働省「人口動態統計」、「生命表」をもとに国土交通省国土計画局作成。

(注) 出産期間・・・結婚から末子誕生の期間

子供扶養期間・・・長子誕生から末子学卒の期間

直系二世代夫婦同居期間・・・長男結婚から妻死亡（江戸期は夫死亡）の期間

三世代同居期間・・・初孫誕生から妻死亡（江戸期は夫死亡）の期間

老親扶養期間・・・夫引退から妻死亡の期間

寡婦期間・・・夫死亡から妻死亡の期間

(単位：年）

イベント期間 江戸時代 1955年 1990年 2003年

出産期間 19.7 6.5 4.0 4.3

子供扶養期間 31.6 24.8 22.3 22.3

直系二世代夫婦同居期間 8.1 20.5 26.7 26.9

三世代同居期間 5.0 18.9 25.0 24.9

老親扶養期間 - 10.4 20.1 22.7

寡婦期間 - 6.1 8.0 8.5

江戸時代（18世紀、信濃国湯舟沢村） （単位：歳）

結婚 長子誕生
末子誕生
（第５子）

長男結婚 初孫誕生 末子成人 妻死亡 夫死亡

男性 26.4 29.5 46.1 54.5 57.6 61.1 61.4 62.6

女性 20.6 23.7 40.3 48.7 51.8 55.3 55.6

戦後（1955年） （単位：歳）

結婚 長子誕生
末子誕生
（第３子）

末子学卒 長男結婚 初孫誕生 夫引退 夫死亡 妻死亡

男性 26.6 28.3 33.1 53.1 54.9 56.6 65.0 69.3

女性 23.8 25.5 30.3 50.3 52.1 53.8 62.2 66.5 72.6

1990年 （単位：歳）

結婚 長子誕生
末子誕生
（第２子）

末子学卒 長男結婚 初孫誕生 夫引退 夫死亡 妻死亡

男性 28.4 30.1 32.4 52.4 58.5 60.1 65.0 77.1

女性 25.9 27.6 29.9 49.9 56.0 57.6 62.5 74.6 82.6

2003年 （単位：歳）

結婚 長子誕生
末子誕生
（第２子）

末子学卒 長男結婚 初孫誕生 夫引退 夫死亡 妻死亡

男性 29.4 31.4 33.7 53.7 60.8 62.8 65.0 79.2

女性 27.6 29.6 31.9 51.9 59.0 61.0 63.2 77.4 85.9

７．家族のライフサイクル

９



増加する一人暮らしの高齢者
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（出典）厚生労働省「人口動態統計」をもとに国土交通省国土計画局作成。
(注)ここでは、同居期間30年以上の離婚としている。

②熟年離婚件数の推移

（出典）国立社会保障・人口問題研究所ＨＰ。
（注）生涯未婚率とは、50歳時点で一度も結婚したことのない人の割合。

①生涯未婚率の推移

生涯未婚率が上昇しており、熟年離婚件数も2000年以降高水準で推移していること等を背景に、この先、高齢
単身世帯数が増加することが予測される。

③高齢単身世帯の推移

65歳以上 75歳以上

2.0倍

3.0倍

65歳以上

2.8倍女性

4.0倍男性

75歳以上

2000年を基準とした2025年の高齢単身世帯数

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（平成
15年10月推計）をもとに国土交通省国土計画局作成。

８．増加する一人暮らしの高齢者
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情報通信技術（ＩＴ）によるライフ
スタイルの変化
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情報収集が容易になった

事前にインターネットで
情報収集するようになった
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新しい友人・仲間ができた

行動範囲が広がった

定期購読していた情報雑誌・
新聞の購入回数が減少した

詳しい情報も取得可能になった

インターネットにより情報収集は容易に

９．情報通信技術（ＩＴ）によるライフスタイルの変化

インターネット利用人口は年々増加し、普及率は約62％に達している。また、インターネットの普及に
伴い情報収集が容易になるなど、ライフスタイルの多様化が見込まれる。

（出典）総務省「平成17年版 情報通信白書」。

（注）インターネット利用人口は、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末、ゲーム機器・
ＴＶ機器等のうち１つ以上の機器から利用している６歳以上の者が対象。

（出典）内閣府「平成13年度 国民生活白書」より。
（注）「インターネットでの情報収集・ダウンロードを利用することによって、どのような変
化がありましたか。」という問に対する回答者の割合（複数回答）。
回答者はインターネットで情報収集やダウンロードを利用する495人。
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有給休暇の所得率の推移と年間休日
の国際比較

労働者１人平均年次有給休暇の付与日数、取得日数及び
取得率
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1人平均年
給付与日
数(左軸）

1人平均年
休取得日
数(左軸）

1人平均年
休取得率
（右軸）

(出典) 厚生労働省「平成17年版労働
経済の分析」をもとに、国土交通省国
土計画局作成。

週休日
週休日

以外の休日
年次

有給休暇
年間

休日数（計）
日本 104 15 8.8(2002) 127.8
アメリカ 104 10 13.1(1997) 127.1
イギリス 104 8 25.0(2001) 137.0
ドイツ 104 8 31.2(1996) 143.2
フランス 104 11 25.0(1992) 140.0

年間休日数 (出典)労働政策研究・研修機
構「海外活動情報 2005年4
月」より、国土交通省国土計画
局作成

(注1)週休日とは「日曜日」、
「土曜日」などの「会社指定日」
をいい、ここでは完全週休2日
制と仮定した。

(注2)年次有給休暇は付与日
数（一部各国資料から厚生労
働省労働基準局賃金時間課
推計）。日本は取得日数。

１０．年次有給休暇の取得率の推移と年間休日数の国際比較

１２

（日） （％）



二地域居住の願望を実現するために
必要なこと

（出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」
（平成１７年１１月調査）。

二地域居住の願望を実現するために必要なこととしては、①時間的に余裕があること（６７％）、②医療機関（施
設）の整備（３８％）、③農山漁村地域の居住に必要な家屋、土地を安く入手できること（３４％）、が上位を占めた。

（「ある」，「どちらかというとある」と答えた者に，複数回答）

時 間 的 に 余 裕 が あ る こ と

医 療 機 関 （ 施 設 ） の 整 備

農山漁村地域の居住に必要な家屋，
土 地 を 安 く 入 手 で き る こ と

家 族 の 理 解 ・ 同 意

農山漁村地域の魅力がわかるような
情 報 に 接 す る こ と

居 住 地 の 決 定 に 必 要 な
情 報 を 入 手 で き る こ と

買い物，娯楽などの生活施設の整備

居住地を決定する前の体験ツアー
の よ う な お 試 し 滞 在 体 験

希望者が何かと相談できるサポート体制

空 き 家 な ど の 仲 介 ・ あ っ せ ん

農 山 漁 村 地 域 に 移 動 す る
た め の 交 通 手 段 の 整 備

近 所 の 干 渉 が な く プ ラ イ バ シ ー
が 保 て る 環 境

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

66.8

37.6

34.1

31.3

28.1

27.5

27.5

20.2

19.3

17.4

16.1

13.1

3.0

0.8

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

総　数　（Ｎ=367人，Ｍ.Ｔ.=343.6％）

１１．二地域居住の願望を実現するために必要なこと
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地域での活動などへの参加を妨げる
要因

１２．NPOやボランティア、地域での活動への参加を妨げる要因

１４（出典）内閣府「国民生活選好度調査」（平成１５年度）

NPOやボランティア、地域での活動への参加を妨げる要因は、「活動する時間がないこと」と回答した人の割合
が約３６％である。

質問：「ＮＰＯやボランティア、地域での活動に参加する際に苦労すること、または参加できない要因となることはどん
なことですか。あなたにとってあてはまるもの１つに○をお付けください。（○は１つ）」



新しい働き方の例
１３－１．新しい働き方の例（３割「兼業」）

（出典）玉田樹『兼業・兼居のすすめ』東洋経済新報社、２００６年３月 １５

「これまでの画一的な終身雇用パラダイムのもと
では、雇用リストラの頻発、若年層就職の狭き門
などの問題を生んでいる。これを解決するために、
団塊の世代が率先垂範して、新しい雇用パラダ
イムの３割「兼業」社会をいまつくることが必要で
ある」

「リタイア時にいきなり自らの仕事＝趣味（注１）
を探すのではなく、比較的早い時期からその訓練
を積むことができ、『よりよく生きる』将来を獲得で
きるからである。いわばスイッチのオン・オフにも
似たいままでの第二の人生論ではなく、フェード
アウト・フェードインの社会システムを導入するこ
とによって、比較的早い時期から百人百様に“仕
事＝趣味”を自ら開拓する環境づくりが可能にな
る」

（注１）「仕事＝趣味」とは、「仕事といっても、趣
味と学習とが渾然一体となったものであり、いわ
ゆる従来の“仕事”のカテゴリーで捉えようとすると、
間違うことになる」

「これまでの画一的な終身雇用パラダイムのもと
では、雇用リストラの頻発、若年層就職の狭き門
などの問題を生んでいる。これを解決するために、
団塊の世代が率先垂範して、新しい雇用パラダ
イムの３割「兼業」社会をいまつくることが必要で
ある」

「リタイア時にいきなり自らの仕事＝趣味（注１）
を探すのではなく、比較的早い時期からその訓練
を積むことができ、『よりよく生きる』将来を獲得で
きるからである。いわばスイッチのオン・オフにも
似たいままでの第二の人生論ではなく、フェード
アウト・フェードインの社会システムを導入するこ
とによって、比較的早い時期から百人百様に“仕
事＝趣味”を自ら開拓する環境づくりが可能にな
る」

（注１）「仕事＝趣味」とは、「仕事といっても、趣
味と学習とが渾然一体となったものであり、いわ
ゆる従来の“仕事”のカテゴリーで捉えようとすると、
間違うことになる」



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2004年

1995年
禁止していない

届出を必要とし、特に届出の内
容は限定しない

届出を必要とし、届出が受理でき
るかはどうかは基準がある

許可を必要とし、許可の基準は
ない

許可を必要とし、許可の基準が
ある

禁止している

無回答

18.0

16.0

5.0

0.8

33.8

3.3

38.6

0.5

3.7

0.8

26.2

2.3

50.4

0.5

１．正社員の副業に関する取り扱い

（出典）労働政策研究所・研修機構「雇用者の副業に関する調査研究」報告
をもとに国土交通省国土計画局作成。

「副業」へのニーズ 企業の対応

業務に専念
してもらいた
いから

業務に悪影
響を及ぼす
から

企業の秩序
を乱すから

業務上の秘
密を保持し
たいから

その他

1995年（択一回答、N=1064） 77.8 7.6 8.4 2.2 0.5

2004年（多重回答、N=927） 78.1 49.3 40.3 27.8 1.8

２．正社員への副業規制の理由

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女計

男性

女性

したい

したくない

不明

54.4 44.9 0.7

50.5 48.6 0.9

59.6 40.0 0.4
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２０代 ３０代 ４０代 ５０代

男性

女性

65.5 63.1
53.1

58.4

51.2
44.8 48.4 45.0

（％）

（出典）株式会社ライフデザイン研究所「仕事に関するサラリーマン・ＯＬ意
識調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。

【調査概要】調査対象：２０代から５０代までの全国の男女勤労者
調査時期：２００１年１１月

３．「したい」と回答した人の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女計

男性

女性

過去にしたことがある

現在している

したことがない

不明

１．「副業」としてのアルバイトの経験

２．「副業」としてのアルバイトの希望

25.3

21.5

30.4

8.5

66.4

69.7

62.1

0.2

0.3

-

8.1

7.5

１３－２．兼業（副業）の現状
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出生率の仮定の違いによる人口の推
移（１）

１４－１．合計特殊出生率の仮定の違いによる人口の推移（試算値）（１）
（人口置換水準 2.07 に直線補間）

（出典）元国立社会保障・人口問題研究所 加藤久和氏（現明治大学政治経済学部助教授）作成の人口推計プログラムをもとに国土計画局作成。なお加藤氏のプロラムに、直近に公表された
合計特殊出生率、人口等のデータを反映させている。

（注）参考とした社人研推計以外の推計値には、国際人口移動は考慮されていない。 １７
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※合計特殊出生率の仮定値

（年）

（千人）
2005年に出生率 2.07
12,180万人(2050年)→11,680万人(2100年)

2030年に出生率 2.07
10,900万人(2050年)→9,680万人(2100年)

2070年に出生率 2.07
9,910万人(2050年)→7,350万人(2100年)

2050年に出生率 2.07
10,300万人(2050年)→8,390万人(2100年)

2100年に出生率 2.07
9,670万人(2050年)→6,360万人(2100年)



出生率の仮定の違いによる人口の推
移（２）

１４－２．合計特殊出生率の仮定の違いによる人口の推移（試算値）（２）
（ 2003年のスウェーデン水準 1.71 に直線補間）

（出典）元国立社会保障・人口問題研究所 加藤久和氏（現明治大学政治経済学部助教授）作成の人口推計プログラムをもとに国土計画局作成。なお加藤氏のプロラムに、直近に公表された
合計特殊出生率、人口等のデータを反映させている。

（注）参考とした社人研推計以外の推計値には、国際人口移動は考慮されていない。 １８
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2030年に出生率 1.71
10,040万人(2050年)→6,730万人(2100年)

2005年に出生率 1.71
10,700万人(2050年)→7,580万人(2100年)

2070年に出生率 1.71
9,550万人(2050年)→5,740万人（2100年）

2100年に出生率 1.71
9,420万人(2050年)→5,290万人（2100年）



日本の人口ピラミッドの変化
１５．日本の人口ピラミッドの変化
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（出典）総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」及び、国土庁「日本列島における人口分布変動の長期時系列分析」（1974年）
をもとに国土交通省国土計画局作成。
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１７．移動を希望する団塊世代の居住希望地域と自分との関係（東京圏）

（出典）国土交通省「都市・地域レポート2006」

東京圏在住で移動を希望する団塊世代（今回の調査では全体の４０％）の居住希望地域を聞いたところ、自分と
の関係で見ると、「観光、レジャーで訪れたところ」（２４%）、「自分の故郷」（２０%）への希望割合が高くなってい
る。（アンケート結果）

調査
数

観光、レ
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実際に行っ
たことはな
いが、住ん
でみたいと
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前住んだと
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れたところ
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自分が一
人暮らしを
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インター
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配偶者が
一人暮らし
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ところ

その他
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